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北朝鮮 IT労働者に関する各国・企業等に対する注意喚起 

 

令和８年７月３１日 

 

北朝鮮は、不法な核兵器や弾道ミサイル計画の資金源とすべく、偽りの身分を

得て、遠隔で収入を得るため、北朝鮮内外に派遣された、技術を有する IT労働

者のネットワークに依拠しています。 

 

北朝鮮 IT労働者は、他国の国民になりすまし、民間企業が運営する雇用や業

務の受発注のためのオンライン・プラットフォームを通じ、業務や収入を得てい

ます。これらの労働者は、北朝鮮における親元の機関に給与を送金する意図をも

って契約を探し求めています。また、彼らは、企業に対して内部脅威をもたらし、

データ流出並びに暗号資産及び機微情報の窃取に関与しています。北朝鮮 IT労

働者は、身分を隠蔽し、世界的に活動を拡大させるため、AI の統合を含む一層

高度な手法を活用しています。 

 

我々各国は、北朝鮮 IT労働者がもたらす脅威について国際社会及び民間部門

に注意を呼びかけるための情報を繰り返し発出してきました。日本、米国及び韓

国は、2025 年８月、「北朝鮮 IT 労働者に関する共同声明」を発出し、また、多

国間制裁監視チーム（MSMT）は、2025 年 10 月、北朝鮮によるサイバー及び IT

労働者の活動を通じた国連制裁の違反及び回避に関する第２回報告書を公表し

ました。米国、日本、韓国、英国、豪州及びカナダは、北朝鮮 IT労働者が民間

企業、政府及び市民個人にもたらすリスクに関するアドバイザリーを発出して

きています。我々は、引き続き、北朝鮮 IT労働者の脅威を積極的に監視し、対

抗していきます。 

 

国連安全保障理事会決議第 2397号によれば、限定的な例外を除き、全ての国

連加盟国は、当該加盟国の管轄権内において収入を得ている全ての北朝鮮「国民」

を北朝鮮に送還しなければなりません。加えて、北朝鮮 IT労働者と契約を交わ

し、サービス提供の対価を支払う行為は、日本、米国及び韓国等を含む多くの国

の国内法に違反し、法的責任を問われる又は罰金を課されるおそれもあります。 

 

金融活動作業部会（FATF）は、北朝鮮を行動要請の対象となる高リスクの国・

地域（ブラックリスト）として位置付けています。FATF は、関連する国連安保

理決議と整合した強力な標的型金融制裁を実施する必要性を繰り返し強調する

とともに、北朝鮮による資金洗浄（マネー・ローンダリング）、テロ資金供与及
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び拡散金融のリスクから自国の金融システムを保護するため、全ての国・地域に

対して対抗措置の適用を求めています。それにもかかわらず、北朝鮮は、IT 労

働者スキームを含む多様な収益獲得活動を通じ、国際金融システムとの結び付

きを強化しています。FATF の複雑な拡散金融（PF）及び制裁回避の類型報告書

において強調されているとおり、北朝鮮は大量破壊兵器計画を支える収入を生

み出すために、IT労働者スキームを頻繁に利用しています。 

 

我々は、全ての国及び企業等に対して、北朝鮮 IT労働者スキームについての

認識を深め、以下の手口に対抗する措置をとるよう要請します。オンライン・プ

ラットフォームを運営する企業は、本人確認手続の強化（身分証明書の厳格な審

査、対面面接の義務等）や、不審なアカウントの探知（異常な情報の登録が通知

されるシステムの導入等）といった対策を引き続き強化すべきです。以下の情報

は本注意喚起に参加する各国から提供されたものです。 

 

【北朝鮮 IT労働者の手口】 

○ 北朝鮮 IT 労働者の多くは、国籍や身分を偽り、オンライン・プラットフ

ォームへのアカウント登録を行っています。代表的な手口には、身分証明書

の偽造や第三者へのなりすましが含まれます。北朝鮮 IT 労働者は、第三国

に在住する代理人のような第三者から提供された身分証明書の画像を使用

してアカウント登録を行う一方、実際の業務は北朝鮮 IT 労働者自身が行っ

ています。 

○ 北朝鮮の IT 労働者は、オンライン・アカウントの作成や、採用面接への

参加、更には対面での接触を通じて偽りの信頼感を醸成し、業務契約を獲得

するために、第三者の代理人を利用するケースがますます増えています。 

○ 北朝鮮の IT 労働者は、銀行口座への直接振込での支払いを避けようとす

る場合が多く、送金サービスや暗号資産での支払いを求めることがあります。

多くの場合において北朝鮮 IT 労働者は、報酬の振込先として第三者の口座

を雇用主に提出し、当該第三者に対し、指定の外国口座への送金を依頼し、

銀行口座を利用する対価として報酬の一部を手数料として支払っています。 

○ 北朝鮮 IT 労働者は、IT 関連業務に関して高い技能を有する場合が多く、

オンライン・プラットフォーム等を通じて、ウェブページ、モバイル・アプ

リケーション、ソフトウェア及びブロックチェーン・アプリケーションの制

作等といった幅広い業務を探しています。また、企業や個人から業務契約を

直接得ている場合もあります。 
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○ 北朝鮮 IT 労働者の多くは、北朝鮮、中国及びロシア並びに東南アジア及

びアフリカ諸国に在住しながら、第三者の代理人、VPN、リモートデスクト

ップ・ソフトウェア及び同種のツールを用いて外国から作業を行っている事

実を秘匿している場合があります。 

○ 北朝鮮 IT労働者は、米国等の海外の第三者の代理人を利用して、「ラップ

トップ・ファーム」を運営していることが知られています。この「ファーム」

では、企業から支給されたノートパソコンを受け取り、北朝鮮 IT 労働者が

遠隔でアクセスすることで、彼らの実際の所在地を隠蔽しています。 

○ 北朝鮮 IT労働者は、IT関連業務の受注のほか、自ら開発した自動売買シ

ステムを使用して不正に FX 取引を行い、外貨を獲得している場合もありま

す。 

 

さらには、北朝鮮 IT 労働者に関連するアカウントには、次の特徴がしばしば

みられます。複数の特徴が求職者に当てはまる場合、北朝鮮 IT労働者が不正に

仕事を得ようとしている可能性があります。 

 

（プラットフォームを運営する企業向け） 

□ アカウント名義、連絡先及び報酬受取用の銀行口座情報等の登録情報を

頻繁に変更する。 

□ アカウント名義と登録されている報酬受取口座の名義が一致しない。 

□ 同一の身分証明書を用いて複数のアカウントを作成している。 

□ 本人確認に使用された身分証明書が、画像編集ソフトを用いて偽造又は

改ざんされたようにみられる。 

□ 同一の IPアドレスから複数のアカウントにアクセスしている。 

□ １つのアカウントに対して短時間に複数の IP アドレスからアクセスし

ている。 

□ アカウントに異常に長い時間ログインしている。 

□ 累計作業時間が不自然に長い又は関連の指標が不自然に高い。 

□ アカウント・ユーザーが、おそらく当該アカウントの評価を向上させる

ため、自らに対して虚偽のレビューを投稿している。 
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（雇用又は業務を発注する方向け） 

□ アカウントのプロフィールにおいて、不正確な機械翻訳の結果とみられ

る誤記載が含まれ、又は、不自然な表現が用いられており、出身地とされ

ている国の言語に堪能でない（ただし、北朝鮮 IT 労働者は、翻訳サービ

スや大規模言語モデルを用いて、第二言語においても説得的なプロフィー

ルを作成し、コミュニケーションをとる場合もある。）。 

□ 写真付き身分証との不一致や、改ざん又は人工生成されたようにみえる

映像フィードを含め、ビデオ会議中の不整合がみられる。 

□ テレビ会議形式の打合せへの参加を拒否する。 

□ 一般的な相場より安価な報酬で業務を募集している。 

□ 複数人でアカウントを運用している兆候がみられる。北朝鮮 IT 労働者

は、チームで活動することが多く、採用や発注の担当者がやり取りする相

手が時間帯によって変わる場合がある。 

□ 暗号資産での支払いを要求する。 

 


